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厚生労働大臣指定試験機関　社団法人 金融財政事情研究会 

１．本試験の問題は，金融商品コンサルティング業務との共通編と選択科目編（テ

ラー業務）から構成され，問題数は共通編20問（○×式10問，三答択一式10問）

と選択科目編30問（三答択一式15問，語群選択式（四肢）15問）の計50問です。 

２．筆記用具，計算器具（プログラム電卓等を除く）の持込みが認められています。 

３．試験問題については，特に指示のない限り，2008年10月１日現在施行の法令等

に基づいて解答してください。 

４．試験時間中は，乱丁・落丁，印刷不鮮明に関する質問以外はお受けできません。

５．不正行為があったときは，すべての解答が無効になります。 

６．解答用紙の注意事項を必ずお読みください。 

７．その他，試験監督者の指示に従ってください。 

《退席時の注意事項》 

s試験開始後60分経過した時点で中途退出できます。中途退出をする場合には，試

験監督者に解答用紙を必ず手渡してください。問題用紙はお持ち帰りください。 

s試験終了時間10分前からは退出できません。試験終了後，試験監督者が解答用紙

を回収しますので，着席したままお待ちください。 

★　注　意　★ 
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◆問題文中の法律名等については，以下のような略称を用いています。 

・金融商品の販売等に関する法律＝金融商品販売法 

 

 



 －2－〈金融窓口サービス技能検定〉 

【第１問】 次の各文章（(1)から(10)まで）を読んで，正しいものまたは適切なものには①を，

誤っているものまたは不適切なものには②を，解答用紙にマークしなさい。 

   〔10問〕 

 

(1) 預貯金や公社債投資信託は，運用期間すべてにわたり元本割れしないことを保証した元

本保証型商品である。 

 

(2) もっぱらインターネット上で銀行サービスを展開するいわゆるネット銀行も一般の銀行

と同様，銀行法による規制を受け，預金保険機構への加入が義務付けられている。 

 

(3) 外貨預金の解約時に，預入時よりも円安となり為替差益が生じた場合，当該差益は利子

所得とされ，利子部分に対する税金とともに源泉徴収される。 

 

(4) 金ＥＴＦ（金価格連動型上場投資信託）は，金の価格に連動することを目的に運用され

る上場投資信託である。国内で上場している金ＥＴＦの取引価格については，全国紙等の

証券欄（相場欄）で確認することが可能である。 

 

(5) ＭＲＦ（マネー・リザーブ・ファンド）は，その安定性の高さから証券総合口座の中核

商品として位置付けられる商品であり，安全性を確保するための規則の１つとして，「投資

信託財産に組み入れられた資産の平均残存期間は，１年以内とする」がある。 

 

(6) ダウ平均株価とは，米国のダウ・ジョーンズ社が算出している米国の代表的な株価指数

のことをいう。この指数は，米国を代表する会社225銘柄の株価の平均値を計算することに

より算出される。 

 

(7) 生命保険会社は，保険商品ごとに加入限度額（最高保険金額）を規定しており，通常，

限度額を超えて加入することはできない。 

 

(8) 生命保険契約者は，一定の要件に該当し，かつ生命保険契約の申込みの撤回などについ

ての事項を記載した書面の交付日または生命保険契約の申込日のいずれか遅い日を含めて

８日以内であれば，書面または電話により，生命保険契約の申込みを撤回することが可能

である。 

 

(9) 海外旅行（傷害）保険の特徴として，旅行中のケガの治療にかかった費用が保険金とし

て支払われることのほか，疾病治療費用などについても特約などで補償されることなどが

挙げられる。 
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(10) 損失補てんは違法行為とされ，金融商品取引法においては，いかなる場合も認められて

いない。 



 －4－〈金融窓口サービス技能検定〉 

【第２問】 次の各問（(11)から(20)まで）について，答を１つだけ選び，その番号を解答用紙に

マークしなさい。 〔10問〕 

 

(11) 一般的な金融市場の動向判断について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 一般に，金利は，景気がよくなると上昇する傾向にある。 

２. 一般に，金利は，物価が下落する，いわゆるデフレのときには低下する傾向にある。 

３. 一般に，金利は，円安になると低下する傾向にある。 

 

(12) ＭＭＦについて，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. ＭＭＦは，毎月決算・毎月分配が行われ，その分配金は，毎月最終営業日に自動的に再

投資される。 

２. ＭＭＦの主な投資対象は，公社債（残存期間が１年を超えないもの），ＣＰ，コールロー

ン等の短期金融商品である。 

３. ＭＭＦの買付けは，１円以上１円単位から可能であり，通常，販売手数料はかからない。 

 

(13) 日本の国債について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 日本の長期金利の指標として，長期国債の流通利回りが用いられる。 

２. 赤字国債とは，道路，住宅，港湾等の社会資本の建設のために発行される国債である。 

３. 一般の国債の購入最低額面金額は３万円であるが，個人向け国債の購入最低額面金額は

１万円である。 

 

(14) 投資信託の換金について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 一般に，クローズド期間中でも解約請求が可能である。 

２. 解約請求は，信託財産を取り崩して顧客の換金に応じるものであるため，解約請求があっ

た場合，ファンドの純資産（残高）は減少することとなる。 

３. 公募株式投資信託の解約請求を行った場合，その個別元本超過額は，利子所得とみなさ

れる。 

 

(15) 生命保険募集人とその権限について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 生命保険募集人は，保険契約締結の代理を行う者であり，告知受領権がある。 

２. 生命保険募集人は，保険契約締結の媒介を行う者であり，保険契約締結の代理権はない。 

３. 生命保険募集人は，保険契約締結の媒介を行う者であるが，第１回保険料充当金を受領

する権限はない。 
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(16) 終身保険について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 終身保険においては，死亡保険金を一時金だけでなく，その一部を年金で受け取ること

ができる「一時金＋年金」のタイプの商品も販売されている。 

２. 終身保険においては，保険料払込期間満了後，その保障内容を年金での受取りや介護保

障等に変更できるものもある。 

３. 終身保険の保険料払込期間は，有期払いのみである。 

 

(17) 生命保険募集人の告知の取扱い等について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 被保険者から聞いた内容に危険選択上の重要事項が含まれていたが，生命保険募集人は

保険会社に報告しなかった。 

２. 被保険者が告知日を誤って記入したため，生命保険募集人が訂正記入を行った。 

３. 生命保険募集人は，被保険者の告知書について，密封した封筒に入れた状態で預かった。 

 

(18) リビング・ニーズ特約について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. リビング・ニーズ特約は，被保険者が余命６カ月以内と診断された場合に，被保険者ま

たはその配偶者等が，契約された死亡保険金の範囲内で死亡保険金の一部または全部（通

常上限3,000万円）について保険金を請求できる特約である。 

２. リビング・ニーズ特約は，特約保険料を支払う必要がない。 

３. リビング・ニーズ特約に基づき被保険者が受け取る保険金は，一時所得として課税対象

となる。 

 

(19) 生命保険契約者保護機構について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 国内で事業を行うすべての生命保険会社は，生命保険契約者保護機構への加入を義務付

けられている。 

２. 生命保険会社が破たんした場合，個人年金保険は，破たん時点の既払込保険料の90％ま

でが補償される。 

３. 生命保険会社が破たんした場合，一般に，保険金額の減少幅などにおいて，個人年金保

険より医療保険のほうが大きな影響を受ける。 

 

(20) 金融商品販売法における「金融商品の販売」に該当しないものは，次のうちどれか。 

１. 預金の受入れを内容とする契約の締結 

２. 保険契約の締結 

３. 金の先物取引 
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 －8－〈金融窓口サービス技能検定〉 

【第３問】 次の各問（(21)から(35)まで）について，答を１つだけ選び，その番号を解答用紙に

マークしなさい。 〔15問〕 

 

(21) テラーに係るコンプライアンスについて，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 親しい顧客から別の顧客の取引内容を聞かれたり，取引先の商売上の協力として顧客リ

ストの提供を求められた場合に，提供対象となる顧客本人の承諾なしに応じることは，守

秘義務に反する。 

２. 犯罪収益の移転を防止するため，金融機関には，預金口座の開設や大口現金取引をする

に際して運転免許証などの公的書類により本人確認をすることが義務付けられている。 

３. 顧客に投資信託や変額個人年金保険を販売する場合，金融機関は，金融商品取引法上，

その商品に関する重要事項の説明義務を負うが，外貨預金は，預金の一種であるので，そ

の対象外である。 

 

(22) 預金通帳・証書の取扱いについて，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 預金通帳・証書は，預金債権の存在を証拠づける証拠証券である。 

２. 預金通帳・証書は，それ自体に財産的価値が表章されている有価証券である。 

３. 預金通帳・証書は，その所持人に対して，善意・無過失で，預金を払い戻したときは，

金融機関は免責を得られるので，免責証券たる性格を有している。 

 

(23) 金融機関の役職員による代筆について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 金融機関の窓口担当者が預金の払戻請求書等の書類を代筆することは，顧客の依頼があ

れば，その事由にかかわらず積極的に応じてさしつかえない。 

２. 代筆をしたほうが事務処理を早く済ませることができる場合であっても，金融機関の役

職員が代筆を申し出ることは慎むべきである。 

３. 一般に金融機関では，目の不自由な顧客から代筆を求められた場合などに限り，役席者

の立会いや事前の承認のもとに代筆の依頼に応じている。 

 

(24) 代表者の変更届について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 法人の代表者が交替したとの申出があったので，新旧代表者が連署した代表者変更届の

提出を求めた。 

２. 法人の代表者の死亡後，新代表者が選任されたとの申出があったので，新代表者が記載

されている登記事項証明書および印鑑証明書を添付した旧代表者の押印のない代表者変更

届の提出を求めた。 

３. 法人格のない団体につき代表者の変更があったとの申出があったので，登記事項証明書

および印鑑証明書を添付した代表者変更届の提出を求めた。 
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(25) 個人顧客Ａが，下記の期日指定定期預金を解約した。解約時の税引後支払利息額として，次

のうち正しいものはどれか。なお，計算にあたっては，利息額，税額とも円未満切捨てとし，

税率は現行税率で計算すること。 

○元本金額          234万5,678円 

○預入日           平成Ｘ年２月10日(平成Ｘ年は，閏年とする) 

○満期日           平成（Ｘ＋３）年２月10日 

○解約日           平成（Ｘ＋２）年４月27日 

○利率            ２年未満利率 年0.25％ 

２年以上利率 年0.30％ 

○解約日現在の普通預金利率  年0.12％ 

○付利単位           １円 

○税区分           課税扱い 

 

１. 10,806円 

２. 12,456円 

３. 12,471円 

 

(26) 記名式小切手の取扱いについて，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 受取人の預金口座に受け入れる場合には，受取人に裏書をしてもらう必要はない。 

２. 受取人による裏書のない記名式小切手の交換呈示を受けた支払銀行は，それを「裏書不

備」を事由に不渡返還することができる。 

３. 受取人による裏書のない記名式小切手の交換呈示を受けた支払銀行は，持出銀行の「入

金証明」があれば，この小切手を「裏書不備」を事由に不渡返還しない慣行がある。 

 

(27) 手形交換における不渡届等の手続について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 資金不足を事由とする不渡については，不渡届の提出を要するが，裏書不備などの適法

な呈示でないことを事由とする不渡については，不渡届の提出を要しない。 

２. 不渡返還に際しては，小切手についてはその裏面に，手形については付箋に，「不渡事由」，

「日付（交換日）」，「支払金融機関名」を記載して押切印を押捺する。 

３. 第１号不渡事由と第２号不渡事由である「偽造または変造」が重複する場合には，第１

号不渡事由が優先するので，第１号不渡届を提出する。 
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(28) 全国銀行データ通信システム（以下，「全銀システム」という）について，次のうち最も不

適切なものはどれか。 

１. 全銀システムとは，全国銀行内国為替制度に加盟している銀行相互間の内国為替業務を

正確・迅速に処理するためのシステムで，このシステムを利用している加盟銀行は，為替

通知およびこれに付随する通信などの電文の交換，為替決済額の算出などを行っている。 

２. 全銀システムには，ほぼすべての民間金融機関が加盟しているが，ゆうちょ銀行はこれ

に加盟していない。 

３. 全銀システムを利用した為替取引の資金決済は，日本銀行にある加盟銀行の当座預金の

振替により行われる。 

 

(29) 外貨建てＭＭＦについて，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. 外貨建てＭＭＦは，日本国内で設定され，海外で運用される外国投資信託の１つである。 

２. 外貨建てＭＭＦに投資する場合には，円を外貨に換えて投資するのが一般的であり，通

常，手数料がかかる。 

３. 外貨建てＭＭＦの分配金は20％の税率による源泉分離課税の対象となり，為替差益は非

課税となる。 

 

(30) 遺言と遣留分について，次のうち最も不適切なものはどれか。 

１. Ａが，民法上の相続人ではないＢに対し，「Ｂに全財産を遺贈する」との遣言を残して死

亡し，民法上の相続人が妻Ｃのみであった場合，Ｃには相続財産全体に対する２分の１の

割合の遺留分がある。 

２. Ａが，民法上の相続人ではないＢに対し，「Ｂに全財産を遺贈する」との遺言を残して死

亡し，民法上の相続人が弟Ｅのみであった場合，Ｅには相続財産全体に対する３分の１の

割合の遣留分がある。 

３. Ａが，民法上の相続人ではないＢに対し，「Ｂに全財産を遺贈する」との遺言を残して死

亡し，民法上の相続人がＡの母Ｆのみであった場合，Ｆには相続財産全体に対する３分の

１の割合の遣留分がある。 

 

(31) 外貨預金に係る税金について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 日本国内で支払われる外貨預金の利息は，一律10％（所得税７％，住民税３％）の税率

による源泉分離課税扱いとされる。 

２. 外貨預金は，「障害者等の少額預金の利子所得等の非課税制度」（障害者等のマル優）が

適用される商品ではない。 

３. 外貨預金（為替予約なし）において生じた為替差益は，利子所得として，確定申告の対

象となる。 
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(32) 国民年金の第３号被保険者について，次のうち最も不適切なものはどれか。なお，問題文中

の「会社員」は，すべて厚生年金保険の被保険者とする。 

１. 23歳の会社員と結婚している19歳の被扶養配偶者は，第３号被保険者ではない。 

２. 老齢厚生年金を受給している66歳の会社員と結婚している58歳の被扶養配偶者は，第３

号被保険者になることができない。 

３. 46歳の会社員と結婚しており，障害基礎年金を受給している45歳の被扶養配偶者は，第

３号被保険者になることができない。 

 

(33) 障害厚生年金について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 障害の程度が障害等級の１級に該当する障害厚生年金の額（加給年金額を除く）は，２

級の障害厚生年金の額（加給年金額を除く）の1.5倍の額である。 

２. 障害の程度が障害等級の１級に該当する障害厚生年金の額（加給年金額を除く）は，２

級の障害厚生年金の額（加給年金額を除く）の1.25倍の額である。 

３. 障害の程度が障害等級の１級に該当する障害厚生年金の額（加給年金額を除く）は，２

級の障害厚生年金の額（加給年金額を除く）の2.0倍の額である。 

 

(34) 60歳台後半の在職老齢年金について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 老齢基礎年金と老齢厚生年金の合計額を対象に，在職老齢年金の支給停止額が計算され

る。 

２. 60歳台前半の在職老齢年金とは異なり，総報酬月額相当額には標準賞与額を算入しない。 

３. 基本月額と総報酬月額相当額の合計額が48万円を超える場合，年金額の調整が行われる。 

 

(35) 平成21年４月現在における年金の請求手続について，次のうち最も適切なものはどれか。 

１. 65歳から老齢基礎年金のみを受給する予定の自営業者も，60歳時点で老齢基礎年金の裁

定請求書を提出する必要がある。 

２. 60歳前から遺族厚生年金を受給している人は，60歳になった時に自分自身の老齢厚生年

金の裁定請求をすることはできない。 

３. 60歳台前半から老齢厚生年金を受給している人には，原則として65歳前にハガキ形式の

「国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書」が郵送される。 
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【第４問】 次の各文章（(36)から(50)まで）の（  ）内に入るべき最も適切な文章，語句，数

字またはその組合せを選び，その番号を解答用紙にマークしなさい。 〔15問〕 

 

(36) 定期預金の起算日扱いによる書替とは，（ ◯ア ）の日付に遡って，定期預金の書替処理

をすることであり，満期日が（ ◯イ ）の定期預金の書替をする場合など，やむをえない

理由によるもの以外は認められない。 

 

１. ◯ア過去 ◯イ休日 

２. ◯ア月初 ◯イ月末 

３. ◯ア過去 ◯イ月末 

４. ◯ア月初 ◯イ休日 

 

(37) 納税準備預金は，災害等やむをえない事情があると金融機関が認めた場合などにおいて

は，納税以外を目的とする払戻しが可能である。この場合，払戻請求書に「納税外」と表

示し，その払戻日の属する利息計算期間中は，（ ◯ア ）を適用し，利息は，（ ◯イ ）扱

いとされる。 

 

１. ◯ア納税準備預金利率 ◯イ源泉分離課税 

２. ◯ア納税準備預金利率 ◯イ非課税 

３. ◯ア普通預金利率 ◯イ源泉分離課税 

４. ◯ア普通預金利率 ◯イ非課税 

 

(38) 総合口座の貸越限度額は，一般に，担保となる定期預金等に一定の割合（定期預金は90％,

利付国債・政府保証債・地方債はその額面合計額の（ ◯ア ）％，割引国債はその額面合

計額の（ ◯イ ）％）を乗じた額の合計額，かつ各金融機関が定める一定の金額までとさ

れている。 

 

１. ◯ア80 ◯イ60 

２. ◯ア90 ◯イ70 

３. ◯ア80 ◯イ50 

４. ◯ア90 ◯イ50 
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(39) 銀行のカードローンは，契約した（ ◯ア ）の範囲内で，カードを使って自由に何度で

も借入れのできるローンで，法律的な性格は（ ◯イ ）契約である。 

 

１. ◯ア限度額 ◯イ証書貸付 

２. ◯ア限度額 ◯イ当座貸越 

３. ◯ア者の預金の全額 ◯イ証書貸付 

４. ◯ア者の預金の全額 ◯イ当座貸越 

 

(40) 住宅ローン等の返済方式の１つである元利均等返済方式とは，原則として毎回の返済額

が（ ◯ア ），最初の返済額の内訳において（ ◯イ ）の割合が多いという特徴がある。 

 

１. ◯ア一定で ◯イ利息 

２. ◯ア一定で ◯イ元金 

３. ◯ア変動し ◯イ利息 

４. ◯ア変動し ◯イ元金 

 

(41) （ ◯ア ）の記載のない手形が支払金融機関に支払呈示された場合，（ ◯イ ）では支払

をすることができるとされている。しかし，当該支払呈示は，手形法上は適法な支払呈示

ではないとされるため，手形所持人は，（ ◯ウ ）を行使することができない。 

 

１. ◯ア振出日 ◯イ手形用法 ◯ウ取戻権 

２. ◯ア受取人 ◯イ手形用法 ◯ウ遡求権 

３. ◯ア振出日 ◯イ当座勘定規定 ◯ウ取戻権 

４. ◯ア受取人 ◯イ当座勘定規定 ◯ウ遡求権 

 

(42) 職場の安全・衛生については，（ ◯ア ）・（ ◯イ ）に規定があり，それらにより，金融

機関も健康管理，作業環境管理，作業管理の三本柱からなる衛生管理体制の整備が求めら

れている。また，職場環境を快適なものとするため，金融機関等において，在籍者が常時

50人以上の職場では，（◯イ）の規定により，（ ◯ウ ）および産業医を選任のうえ，所轄労

働基準監督署長へ報告しなくてはならないとされている。 

 

１. ◯ア民法 ◯イ会社法 ◯ウ内部管理者 

２. ◯ア労働基準法 ◯イ労働安全衛生法 ◯ウ衛生管理者 

３. ◯ア憲法 ◯イ労働安全衛生法 ◯ウ内部管理者 

４. ◯ア労働基準法 ◯イ会社法 ◯ウ衛生管理者 

 



 －14－〈金融窓口サービス技能検定〉 

(43) 株式ミニ投資では，たとえば，通常，1,000株単位で購入する銘柄であれば，（ ◯ア ）

株単位で購入することができる。この結果，顧客は，同じ投資金額でより多くの銘柄を保

有することが可能となり，（ ◯イ ）投資によるリスク低減の効果を期待できる。なお，株

式ミニ投資では，配当金を受けることが（ ◯ウ ）。 

 

１. ◯ア100 ◯イ分散 ◯ウできる 

２. ◯ア100 ◯イ集中 ◯ウできない 

３. ◯ア10 ◯イ分散 ◯ウできない 

４. ◯ア10 ◯イ集中 ◯ウできる 

 

(44) Ａの相続人であるＢとＣが相続の放棄をしようとする場合，その旨を（ ◯ア ）裁判所

に申し出る必要があり，その申出は，原則として（ ◯イ ）時から３カ月以内に行わなけ

ればならない。なお，Ｃが単独で相続放棄の申出を行うことは（ ◯ウ ）である。 

 

１. ◯ア家庭 ◯イ自己のために相続開始があったことを知った ◯ウ可能 

２. ◯ア地方 ◯イＡの葬儀が終了した ◯ウ不可能 

３. ◯ア家庭 ◯イＡの葬儀が終了した ◯ウ可能 

４. ◯ア地方 ◯イ自己のために相続開始があったことを知った ◯ウ不可能 

 

(45) 「障害者等の少額預金の利子所得等の非課税制度」（障害者等のマル優）の対象となる貯

蓄には，（ ◯ア ）や（ ◯イ ）などがある。 

 

１. ◯ア一定の生命保険 ◯イ定期預金 

２. ◯ア合同運用信託 ◯イ定期預金 

３. ◯ア一定の生命保険 ◯イ割引国債 

４. ◯ア合同運用信託 ◯イ割引国債 

 

(46) 退職所得を計算する際に，収入金額から差し引く退職所得控除額は，勤続年数が20年を

超える場合には，「（ ◯ア ）万円＋（ ◯イ ）万円×（勤続年数－20年）」で算定される。

なお，障害者になったことが直接の原因で退職した場合は，この計算した額に，100万円を

加えた金額となる。 

 

１. ◯ア800 ◯イ70 

２. ◯ア800 ◯イ80 

３. ◯ア40 ◯イ70 

４. ◯ア40 ◯イ80 
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(47) 国民年金の保険料のほかに月額（ ◯ア ）円の付加保険料を納めると，年金給付時，老

齢基礎年金に付加年金が上乗せされる。なお，付加保険料を納めることができるのは，国

民年金の第（ ◯イ ）号被保険者と65歳未満の任意加入被保険者に限られる。 

 

１. ◯ア200 ◯イ３ 

２. ◯ア200 ◯イ１ 

３. ◯ア400 ◯イ３ 

４. ◯ア400 ◯イ１ 

 

(48) 厚生年金基金の加入員の資格は，死亡したとき，設立事業所に使用されなくなったとき

などのほか，（ ◯ア ）歳に達したときに喪失する。なお，加入員としての期間が（ ◯イ ）

以上あれば年金給付が受けられる。また，（ ◯ウ ）は，老齢年金給付の支給義務を承継し

ている中途脱退者等について，老齢年金給付の支給を行う。 

 

１. ◯ア65 ◯イ１カ月 ◯ウ厚生年金基金連合会 

２. ◯ア65 ◯イ１年 ◯ウ企業年金連合会 

３. ◯ア70 ◯イ１カ月 ◯ウ企業年金連合会 

４. ◯ア70 ◯イ１年 ◯ウ厚生年金基金連合会 

 

(49) 国民年金の被保険者が死亡し，その遺族が遺族基礎年金を受給するには，原則として，

「被保険者期間中の保険料納付済期間と保険料免除期間を合算した期間が，被保険者期間の

（ ◯ア ）以上あること」が必要である。ただし，それを満たさない場合でも，平成28年  

（ ◯イ ）までに死亡した場合であれば，「当該死亡日の前日において当該死亡日の属する

月の前々月までの１年間（当該死亡日において被保険者でなかった者については，当該死

亡日の属する月の前々月以前における直近の被保険者期間に係る月までの１年間）に保険

料の滞納期間がないこと」の要件を満たせば，受給ができるとする特例がある。なお，こ

の特例は，（ ◯ウ ）歳以上で死亡した場合は適用されない。 

 

１. ◯ア２分の１ ◯イ３月31日 ◯ウ65 

２. ◯ア２分の１ ◯イ４月１日 ◯ウ60 

３. ◯ア３分の２ ◯イ３月31日 ◯ウ65 

４. ◯ア３分の２ ◯イ４月１日 ◯ウ60 
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(50) 高年齢雇用継続基本給付金は，原則として60歳以降の賃金が60歳到達時に比べ    

（ ◯ア ）％未満に低下し，かつ雇用保険の被保険者期間が（ ◯イ ）年以上ある60歳以上

65歳未満の雇用保険の被保険者に支給される。その支給額は，60歳以上65歳未満の各月の

賃金が60歳到達時に比べ61％未満に低下した場合は，各月の賃金の（ ◯ウ ）％相当額が

支給される。 

 

１. ◯ア75 ◯イ５ ◯ウ15 

２. ◯ア75 ◯イ３ ◯ウ25 

３. ◯ア85 ◯イ５ ◯ウ15 

４. ◯ア85 ◯イ３ ◯ウ25 

 

 


